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１．事業概要

（１）事業の現況（平成30年3月末現在）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

＜料金表＞

（消費税含む）

口 径

13 ㎜

20 ㎜

25 ㎜

40 ㎜

50 ㎜

75 ㎜

15,030

現 在 給 水 人 口 13,922法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法適（全部）

㎥／日

平 成 21 年 4 月 1 日

計 画 給 水 人 口

5,348 円

2,160 円

0.386

供 用 開 始 年 月 日 昭 和 29 年 4 月 1 日

水 源

計 画 期 間 ：

3,209 円

12ヶ所

8m3まで

20m
3
まで

30m3まで

50m3まで

75m3まで

103円/m3792 円

9,884

8,434 円

別添１－1

基本水量
（1ヶ月）

基本料金
（1ヶ月）

超過料金
（1㎥につき）

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

施 設 利 用 率 55.86

施 設 数

策 定 日 ：

年度

　

浄水場設置数

配水池設置数

6ヶ所

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力

団 体 名 ：

湯梨浜町水道事業経営戦略

湯梨浜町

千ｍ

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

水道事業

平成２１年４月１日に料金改定したもので、基本料金と超過料金を設定している。
なお、平成３３年度以降の収益的収支差額により単年度赤字が見込まれ経営悪化に陥ることが予
測されることから、経営改善のための経費削減を行う一方で、料金改定などの抜本的な経営改革が
必要となる。

104.74

150m3まで 16,457 円

～

管 路 延 長

 表流水 ,  ダム ,  伏流水 ,  地下水 ,  受水 ,  その他 



④ 組　織

＜組織体制＞

＜職員数・職種・年齢構成等＞

（２）

（３）経営比較分析表等を活用した現状分析

これまでの主な経営健全化の取組

　・水道料金滞納者等に対し、督促状、催告書の通知、また分納誓約履行監視並びに給水停止を実施し滞納金及び未収金の
　回収に努めている。
　・工事、修繕等の実施には他事業（道路整備等）との調整等を行い同時施工によるコスト削減を図っている。
　・漏水調査実施により、早期発見による早期修繕を図り無効水量の減少に努めている。
　・平成29年度に「持続・安全・強靱」を目標に、今後10年間の事業運営を定めた湯梨浜町水道事業ビジョンを策定し、今後の
　事業の長期的な方向性と、これを達成するよう必要な経営改善を図る。
　・簡易水道事業を公営企業会計適用とするため、年次計画により資産調査等を実施し、事業経営の安定化を図ることを目的
　に平成３１年度より簡易水道事業を水道事業会計に会計統合する予定。

 1.経営の健全性・効率性
 　・効率的な運営により、健全経営を確保していると言える。
 　・経常収支比率については、全国平均、類似団体を今年度は上回っており、経年実績を考慮しても、安定経営だと言える。
 　・流動比率は100％を超えていれば短期的な資金繰りは問題ないとされているが、長期的な予測として、経営戦略を作成し、
 　さらに安定的な経営を実施していくことが必要である。
 　・有収率については、全国平均を下回っているが、漏水調査を重点的に行い、早期修繕しているため、類似団体を上回って
 　いる。
 2.老朽化の状況
 　・現在、管路の老朽化は安定状態にあり、その他施設について検討を行っているところである。
 　・有形固定資産減価償却率は全国平均、類似団体と同程度にある。昭和後期から平成にかけて整備した施設が多数あり、
 　平成40年代から60年代にかけて、更新時期を迎えることが見込まれる。
 　・管路の更新は資金との調整を図りながら、実施している状況にある。
 3.全体総括
 　・水道料金の低廉化を図りながら、合理的な運営を目指すことが課題である。
 　・企業債残高対給水収益比率が全国平均より低い方に属し、今後の事業に企業債を充てることが可能である。
 　・反面料金回収率が減少状況にあり、いかにして現状を維持していくのかが今後の課題となる。

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

町 長 

職員数（人） 構成比（％）

20代 0人 0%

30代 2人 50%

40代 2人 50%

50代 0人 0%

計 4人 100%

課 長 

（1名） 

参 事 

（1名） 

課長補佐 

（1名） 

係 長 

（1名） 

技術職員 

（1名） 

事務職員 

（1名） 

建設水道課 上水道係 

※水道事業会計の支弁職員は4名 

平均年齢は45.9歳 
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２．将来の事業環境

（１）

（２）

給水人口の予測

　１日平均給水量及び１日最大給水量は、有収水量（生活用水量や業務・営業用水量、工場用水量）を個別に推計し、これに有
収率と負荷率を乗じて算定。
　その結果、１日平均給水量及び１日最大給水量は、給水人口と同様に減少傾向で推移する予測となった。
　上水道の１日最大給水量は、平成28年度末7,866㎥/日が、平成39年度末までに6,165㎥/日まで減少する予測となり、一方、
簡易水道の１日最大給水量は、減少の傾向が少なく、平成28年度末1,073㎥/日が、平成39年度末では978㎥/日までの減少に
留まる予測となった。
　水需要が減少する場合、その影響が給水収益の減少に直結することから単純計算で、平成39年度までに上水道では約
21.6％、簡易水道では約8.9％の給水収益が減少すると予想した。

水需要の予測

　給水区域内人口は、行政区域内人口の変動に比例して推移していくと想定し、給水人口を給水区域内人口に目標普及率（平
成39年度目標値を100％と設定）を乗じて算定。
　上水道の給水人口について、平成28年度末の給水人口13,934人が、平成39年度末で13,009人まで減少する予測となり、簡易
水道の給水人口についても、平成28年度末の給水人口2,534人は、平成39年度末で2,370人まで減少する予測となった。
　一方、給水戸数は核家族化により、上水道区域では増加傾向にあった。今後は人口が減少するに従い、緩やかに減少する
予測となった。

行政区域内人口の見通し 

上水道及び簡易水道における給水人口の見通し 

湯梨浜町水道における水需要の見通し 
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（３）

（４）組織の見通し

３．経営の基本方針

　○安全　［安心・安全な水道水の供給］

A　 安全な水の確保
B　 おいしい水の供給
C　 住民(町民)への情報公開　
D　 水質管理の指導

　○強靭　［強靭な水道システムの構築］

E　 地震対策
F　 緊急時の給水確保
G　 老朽化施設の更新

　○持続　［持続可能な水道事業運営］

H　 水道事業の広域化
I　 技術の継承と人材確保
J　 経営の効率化
K　 有収率の向上
L　 サービスの充実

　持続の観点からみた水道の理想像は、給水人口や給水量が減少した状況においても、料金収入による健全かつ安定的
な事業運営がなされ、水道に関する技術、知識を有する人材により、いつでも安全な水道水を安定的に供給でき、広域化
や官民連携等による最適な事業形態の水道を実現する。

料金収入の見通し

　水道事業は、利用者からの水道料金を主な財源として、町の会計から独立して事業経営をしている。
この水道料金収入は、人口減少や節水意識の高まりなどから、将来的な水需要が減少傾向となり、減収して行くものと予測で
きるため、適正な水道料金水準の早期設定が喫緊の最重要課題である。
　水道料金及び各種手数料は、水道事業を将来にわたって安定的に経営するため、人口減少による水道料金収入の減少と、
施設の更新に必要な費用を考慮し、中長期的視点より適正な料金水準（料金体系や検針時期）を検討していく。また、安心・安
全・強靭・持続可能な水道を維持するとともに、将来の世代に過度な負担を強いない、かつ、我々の世代を含めて均等な負担
の在り方を考慮した水道料金及び各種手数料の見直しについて検討する。

　安全の観点からみた水道の理想像は、水道原水の水質保全、適切な浄水処理、管路内及び給水装置における水質保持
や飲用井戸等の衛生対策が徹底されることにより、全ての町民が、いつでもどこでも、おいしく水を飲めるよう供給する。

　水道施設の整備や維持管理を安定的に継続するためには、職員の技術やノウハウが必要不可欠である。最少人数での施設
の運転管理を行っているため、現状の水道システムを継続させていくためには、限られた職員の中で確実に経験や知識、技術
の継承を行っていくとともに人員の確保が必要である。
　技術の継承及び人材確保のため、人員の効率的な配置を検討し、ＯＪＴによる技術の継承に努めるほか、水道の各種技術講
習会等に参加することにより、職員の技術力の向上を図り、水道事業運営に必要な知識や技術を習得した人材を育成してい
く。

　水道事業を取り巻く経営環境の変化と、これらの問題や課題に的確に対応しながら、水道利用者である町民の信頼を裏切る
ことなく、おいしい水を未来の子供たちへ残していくことを願い、『未来につなげる湯梨浜の水道』を基本理念に展開する。
　安全な水道水の供給を「安全」、強靭な水道システムの構築を「強靭」、持続可能な水道事業運営を「持続」と表現し、これら３
つの観点から水道の理想像を実現するための施策を示し、事業を推進する。

　強靱の観点からみた水道の理想像は、老朽化した施設の計画的な更新により、平常時の事故率は維持もしくは低下し、
施設の健全度が保たれ、水道施設の耐震化やバックアップ体制、近隣水道事業者とのネットワーク網を構築することによ
り、自然災害等による被災を最小限にとどめる強い水道が実現され、水道施設が被災した場合であっても、迅速に復旧でき
るしなやかな水道施設を構築する。

水需要及び水道料金収入の推移 



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

※投資以外の経費（委託料、修繕費、動力費、人件費など）については、簡易水道統合により予算額は増加しているが、過去
の実績値及び予測値により算出。

　・人件費：水道事業会計の支弁職員4名体制での予算計上。
　・修繕費：監視装置による日常点検を行うとともに、漏水調査等による水道管漏水修繕を早期に行う。
　・動力費：経費の縮減に向け日々の施設維持管理における点検を実施し有収率向上に努める。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標

湯梨浜町水道事業の管路耐震化率は、現時点で全国平均や県内平均及び県内主要自治体に比べ
て低い状況である。この状況を改善すべく今後20年間の更新事業計画どおりに耐震化をすすめるこ
とにより、耐震化率の改善を図る。
　・耐震化率　［基幹管路］40.2％（2029年）→68.7％（2039年）
　・耐震化率　［管路全体］18.3％（2029年）→34.1％（2039年）

目 標

・水道水の安定供給に必要な施設更新に係る費用の財源確保及び事業運営に係る運営資金の確
保。
・補助及び起債等の財源を活用し、将来の事業経営状況を見据えながら適正な水道料金設定の検
討。

②　収支計画のうち財源についての説明

○管路の耐震化現状と目標
　水道施設は重要給水施設に供給する基幹施設・管路等を中心に計画目標
年次における水道施設の耐震化目標は、耐震化の現状や計画期間において
実施できる耐震化整備量等を踏まえて適切に設定。
　耐震化目標とする指標としては「耐震化率（基幹管路）」と管路全体を対象と
した「耐震化率（管路全体）」と設定した。
　管路情報から2017年現在の耐震化率を確認し、20年後までは本計画にて
設定する基幹管路の更新を全うすることを目標にし、10年後及び20年後の耐
震化率を設定した。
　20年後までの値は本計画により具体的に設定した更新計画が全うされた
場合の耐震化率を示し、計画更新ペースを考慮し、50年後の目標値を基幹
管路で100％、管路全体で75％と想定した。

　・資本的支出は、平成30年度以降、138百万円/年～214百万円/年で推移するため、資本的支出の財源は、自己財源（減価
償却費）、その他収入を基本とし、不足する金額について10年間で542,300千円の企業債を発行予定。

　・水道料金の適正な料金設定を早期に検討する。
　・繰入金については、基準内繰入を基本とし必要な財源の確保に努める。

管路耐震化目標指標 



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

企 業 債

繰 入 金

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

更新事業のうち耐震管布設の場合は耐用年数を60年と設定し、布設替の更新時期を平準
化し建設改良費に計上。

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

この経営戦略に掲げた施策を適正かつ効果的に達成していくために「計画（Ｐｌａｎ）」・「事業
の実施（Ｄｏ）」・「進捗の検証（Ｃｈｅｃｋ）」・「改善策の検討（Ａｃｔｉｏｎ）」のＰＤＣＡサイクルによ
る評価体制を確立し、進捗状況や目標達成状況の評価・検討。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

給水人口の減少などの状況を見ながら各施設の更新と併せ統廃合及びダウンサイジング
を検討。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

給水人口の減少などの状況を見ながら各施設の更新と併せ合理化及び効率化を検討。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組 具体的な検討なし。

建設投資の財源不足に対応するための企業債並びに剰余金処分等について適正な事業
経営の水準維持。

基準内繰入を基本とする。（簡易水道事業の会計統合による基準内繰入も同様）

鳥取県が主催する上下水道に係る広域化・共同化等の検討会で協議が実施中。
本町独自の取り組みによる近隣市との緊急連絡管・給水供給について事業実施予定。

広 域 化

水道事業を将来にわたって安定的に経営するため、人口減少による水道料金収入の減少
と、施設の更新に必要な費用を考慮し、中長期的視点より適正な料金水準（料金体系や検
針時期）について検討するとともに未納料金の早期収納。

そ の 他 の 取 組
・更新等に係る費用の有効な補助及び起債等の財源確保の活用。
・技術の継承及び人材確保のために必要な人材育成。

該当なし

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。

具体的な検討なし。



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 177,216 178,786 171,870 195,459 193,287 191,445 189,227 187,580 185,429 183,286 181,218 178,834
(1) 167,331 170,798 165,205 189,546 187,374 185,532 183,314 181,667 179,516 177,373 175,305 172,921
(2) (B) 3,527 637 1,236 791 791 791 791 791 791 791 791 791
(3) 6,358 7,351 5,429 5,122 5,122 5,122 5,122 5,122 5,122 5,122 5,122 5,122

２． 16,107 10,161 9,244 11,944 11,248 10,674 10,322 9,924 9,219 8,073 7,244 6,577
(1) 67 67 6,678 7,825 7,261 6,823 6,613 6,366 5,814 4,823 4,122 3,590

67 67 67

(2) 6,723 6,721 6,611 7,825 7,261 6,823 6,613 6,366 5,814 4,823 4,122 3,590
(3) 9,317 3,373 2,566 4,119 3,987 3,851 3,709 3,558 3,405 3,250 3,122 2,987

(C) 193,323 188,947 181,114 207,403 204,535 202,119 199,549 197,504 194,648 191,359 188,462 185,411
１． 173,035 159,051 170,010 192,335 192,898 193,734 194,941 195,723 196,411 198,133 198,502 199,152
(1) 22,798 24,647 23,159 30,474 30,474 30,474 30,474 30,474 30,474 30,474 30,474 30,474

12,928 11,674 11,814 15,000 15,015 15,030 15,045 15,060 15,075 15,090 15,105 15,120

9,870 12,973 11,345 15,474 15,459 15,444 15,429 15,414 15,399 15,384 15,369 15,354
(2) 84,268 68,909 84,025 76,386 76,069 75,799 75,477 75,236 74,923 74,611 74,308 73,960

21,719 25,118 26,277 24,873 24,589 24,345 24,057 23,841 23,561 23,281 23,010 22,699
32,654 24,324 16,502 23,468 23,233 23,233 23,233 23,233 23,233 23,233 23,233 23,233
1,700 1,331 1,140 1,900 1,900 1,900 1,900 1,900 1,900 1,900 1,900 1,900

28,195 18,136 40,106 26,145 26,347 26,321 26,287 26,262 26,229 26,197 26,165 26,128
(3) 65,969 65,495 62,826 85,475 86,355 87,461 88,990 90,013 91,014 93,048 93,720 94,718

２． 10,443 3,805 3,412 8,541 8,571 8,572 8,527 8,467 8,428 8,346 8,250 7,936
(1) 4,041 3,730 3,412 8,541 8,571 8,572 8,527 8,467 8,428 8,346 8,250 7,936
(2) 6,402 75

(D) 183,478 162,856 173,422 200,876 201,469 202,306 203,468 204,190 204,839 206,479 206,752 207,088
(E) 9,845 26,091 7,692 6,527 3,066 △ 187 △ 3,919 △ 6,686 △ 10,191 △ 15,120 △ 18,290 △ 21,677
(F) 6,779
(G) 3,040 195
(H) △ 3,040 △ 195

9,845 23,051 7,497 6,527 3,066 △ 187 △ 3,919 △ 6,686 △ 10,191 △ 15,120 △ 18,290 △ 21,677
(I)
(J) 452,432 486,986 473,884 485,712 363,668 363,668 363,668 363,668 363,668 363,668 363,668 363,668

12,260 14,552 7,708 9,500 13,584 13,584 13,584 15,584 15,584 15,584 15,584 15,584
(K) 25,253 23,303 30,035 33,173 34,832 35,006 35,181 35,357 35,534 35,711 35,890 36,069

23,651 21,875 28,442 31,634 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 173,689 178,149 170,634 194,668 192,496 190,654 188,436 186,789 184,638 182,495 180,427 178,043

(N)

(O)

(P)

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 収 益

H31 H36 H37 H38 H39H32 H33 H34 H35



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 37,700 63,200 62,500 60,800 58,100 68,400 71,000 62,200 58,400

２． 15,200 19,700

３． 6,758 10,956 11,092 12,580 12,730 12,464 12,619 11,444 11,222

４．

５．

６．

７．

８． 6,224

９．

(A) 21,424 19,700 44,458 74,156 73,592 73,380 70,830 80,864 83,619 73,644 69,622

(B)

(C) 21,424 19,700 44,458 74,156 73,592 73,380 70,830 80,864 83,619 73,644 69,622

１． 18,573 49,189 79,620 110,560 147,060 146,060 143,660 139,760 154,460 158,160 145,660 140,160

２． 13,010 13,320 13,640 27,481 36,210 36,825 42,569 46,340 48,018 48,471 46,904 44,670

３．

４．

５．

(D) 31,583 62,509 93,260 138,041 183,270 182,885 186,229 186,100 202,478 206,631 192,564 184,830

(E) 31,583 41,085 73,560 93,583 109,114 109,293 112,849 115,270 121,614 123,012 118,920 115,208

１． 31,583 37,441 53,560 85,394 78,221 68,474 82,208 84,918 90,173 91,297 88,131 84,826

２．

３．

４． 3,644 20,000 8,189 30,893 40,819 30,641 30,352 31,441 31,715 30,789 30,382

(F) 31,583 41,085 73,560 93,583 109,114 109,293 112,849 115,270 121,614 123,012 118,920 115,208

(G)

(H) 163,484 150,163 136,524 532,163 559,153 584,828 603,059 617,342 637,724 660,253 675,549 689,279

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

H39

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

H32 H33 H34 H35 H36 H37H31

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

H38

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

H38

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

H39

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

H31 H32 H33 H34 H35

計

そ の 他

H36 H37


